
生活再建に至らない東日本大震災被災者の 

医療費自己負担免除の継続を求める意見書 

 

東日本大震災により大きな被害を受けた被災者に対する医療費一部負担金（医

療機関での窓口負担）免除の扱いは、延長されたとはいえ、2012 年９月 30 日が

期限とされております。（福島原発事故の避難者は 2013 年２月 28 日が期限）。被

災地においては雇用確保、生活再建が進まない中で、体調不良や持病悪化などが

慢性化しております。自己負担免除期間が区切られている状態では安心して医療

にかかれません。未曾有の大災害からの復興には長い時間がかかると共に、被災

者の不自由な仮設住宅での生活、将来不安などによりいっそうの健康悪化が心配

です。 

つきましては、国の特別な措置として生活再建に至らない被災者の医療費一部

負担免除を継続することを求めます。 

 

                 記 

 

1．生活再建に至らない東日本大震災被災者の医療費一部負担金免除期間を９月

末日で区切らず、継続すること。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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